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I 人口の現状分析 
1 人口動向 
(1) 時系列による人口動向の推移 

① 総人口の推移 

2015 年 10 月１日現在の国勢調査による浜松市の人口は、79 万８千人となっ

ており、2005 年の国勢調査以降、減少が続いている。 

また、国勢調査を基にした 2019 年 10 月１日現在の推計人口は、79 万 1,770

人となっている。2015 年から 2017 年にかけては、79 万８千人から 79 万６千人

と年間約１千人の減少であったが、2017 年から 2019 年にかけては、79 万６千

人から 79 万２千人と年間約２千人の減少となっており、減少幅は拡大している。 

図表Ⅰ-1 総人口の推移（国勢調査）

（出典）総務省「国勢調査」   

図表Ⅰ-２ 近年の総人口の推移（推計人口）

（出典）浜松市文書行政課「浜松市推計人口表」 

※2015(H27)年の国勢調査による 10 月１日現在の人口に、

毎月の住民基本台帳に基づく移動数を加減して推計。 

浜松市の総人口は減少が続いている。

人
口(

万
人) 

人
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人) 

（各年 10月１日現在人口） 

（各年 10月１日現在人口） 
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直近 30 年の人口増減率の動きを全国、静岡県と比較すると、静岡県と同様に

2005-2010 年に減少に転じ、2010-2015 年も低下を続けている。 

図表Ⅰ-３ 人口増減率の推移 

（出典）総務省「国勢調査」   

また、周辺主要都市を見ると、浜松市と同様、近隣の磐田市や湖西市が

2005-2010 年の間に総人口が減少に転じている。 

図表Ⅰ-４ 周辺主要都市の総人口 

（出典）総務省「国勢調査」  

図表Ⅰ-５ 1985（Ｓ60）年を 100 とした場合の総人口の推移 

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成。 
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② 人口構造の変化 

浜松市の人口構造を見ると、2015 年の年少人口（0-14 歳）は 10 万７千人、

総人口に対する年少人口構成比は 13.6％であり、30 年前の 1985 年と比較して

５万４千人の減少、率にして 8.6％の低下となっている。生産年齢人口（15-64

歳）は 47 万３千人、生産年齢人口構成比は 60.0％であり、１万７千人の減少、

率にして 7.4％の低下となっている。 

一方、老年人口（65 歳以上）は 20 万８千人、老年人口構成比は 26.4％であ

り、13 万３千人の増加、率にして 16.0％の上昇となっている。 

2000 年以降では、年少人口の減少に加え、生産年齢人口も減少傾向となる一

方、老年人口の増加が続いている。この結果、老年従属人口指数（生産年齢人

口 100 人で支える老年人口の数）は、1985 年の 15.4 から 2015 年の 44.0 へと

上昇が続いており、人口減少及び高齢化が進行している。 

図表Ⅰ-６ 年齢３区分別人口及び比率の推移 

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成。 
※人口の総人口には、年齢「不詳」を含む。比
率は、分母から不詳を除いて算出。 

図表Ⅰ-７ 総人口及び年齢３区分別人口の推移 

（出典）総務省「国勢調査」   

30 年前と比較し、年少人口は 8.6％の減少、老年人口は 16.0％の増加となって
いる。
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図表Ⅰ-８ 人口ピラミッドの変化 

（出典）総務省「国勢調査」  

1985 年(S60 年) 
男性 女性 

(千人) (千人) 

2015 年(H27 年) 
男性 女性 

(千人) (千人) 
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③ 浜松市の人口動態 

浜松市の人口動態は、住民基本台帳及び外国人登録者人口ベースで見ると、

2010 年に減少傾向に転じており、自然動態は 2011 年に減少に、社会動態は 2009

年に減少に転じている。 

自然動態では、2011 年に死亡数が出生数を上回った後も死亡数の増加、出生

数の減少の傾向は続いており、減少は拡大傾向にある。 

また、2008 年以降の社会動態では、2009 年から 2016 年までは、転出数が転

入数を上回る転出超過であったが、2017 年から転入超過に転じている。 

図表Ⅰ-９ 自然動態、社会動態の推移（日本人＋外国人） 

（出典）浜松市「浜松市統計書」 
※外国人を含む。住民基本台帳及び外国人登録による。転入・転出
には帰化や国籍取得、国籍離脱などによるその他の増減を含む。 

図表Ⅰ-10 出生数・死亡数、転入数・転出数の推移（日本人＋外国人） 

（出典）浜松市「浜松市統計書」 
※外国人を含む。住民基本台帳及び外国人登録による。転入・転出
には帰化や国籍取得、国籍離脱などによるその他の増減を含む。 

自然動態は2011年から減少に転じ、減少数は拡大傾向にある。 
社会動態は 2009年から 2016年までは減少していたが、2017年から増加に転
じている。

社会動態は 2009 年に
減少に転じ、2017 年に
増加となる。 

自然動態は、2011 年以
降、減少に転じる。 

人
数(

人) 
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ア）日本人の人口動態 
日本人の人口動態は、2011 年に減少傾向に転じており、自然増減は 2011 年

以降、社会増減は 2012 年以降、減少が続いている。 

自然動態を見ると、2011 年に死亡数が出生数を上回った後も死亡数の増加、

出生数の減少の傾向は続いており、減少は拡大傾向にある。 

また、社会動態を見ると、年により変動はあるものの社会減が拡大する傾向

にあり、2018 年には社会減が大きく増加している。 

図表Ⅰ-11 自然動態、社会動態の推移（日本人のみ） 

（資料）総人口は浜松市「浜松市統計書」、自然動態及び社会動態は浜
松市市民生活課「人口移動調査表」を基に作成。 
※住民基本台帳による。転入・転出には帰化や国籍取得、国籍
離脱などによるその他の増減を含む。 

図表Ⅰ-12 出生数・死亡数、転入数・転出数の推移（日本人のみ） 

（資料）浜松市市民生活課「人口移動調査表」を基に作成。 
※住民基本台帳による。転入・転出には帰化や国籍取得、国籍
離脱などによるその他の増減を含む。 

人
数(

人) 
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イ）外国人の人口動態 
外国人の人口動態は、2010 年に減少傾向に転じたが、2017 年から増加傾向に

ある。自然動態の増加は縮小傾向、社会動態は 2016 年以降、増加傾向にある。 

社会動態の動きを見ると、2009 年から 2013 年は減少数が多く、2016 年以降

は増加傾向にある。 

図表Ⅰ-13 浜松市の自然動態、社会動態の推移（外国人のみ） 

（資料）総人口は浜松市「浜松市統計書」、自然動態及び社会動態は浜
松市市民生活課「人口移動調査表」を基に作成。 
※住民基本台帳及び外国人登録による。転入・転出には帰化や
国籍取得、国籍離脱などによるその他の増減を含む。 

図表Ⅰ-14 浜松市の出生数・死亡数、転入数・転出数の推移（外国人のみ） 

（資料）浜松市市民生活課「人口移動調査表」を基に作成。 
※住民基本台帳及び外国人登録による。転入・転出には帰化や
国籍取得、国籍離脱などによるその他の増減を含む。 

人
数(

人) 
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ウ）総人口に与えてきた人口動態の影響 
2008 年以降の人口動態を見ると、社会動態については 2008 年から 2009 年に

かけて減少し、以降、縮小傾向となったものの 2016 年まで減少が続いた。 

自然動態は減少の傾向が続いており、減少数は毎年拡大している。 

浜松市の総人口の減少に与えてきた人口動態の影響について、2009 年から

2014年までは社会減の影響が大きかったものの、以降は自然減の影響が大きい。 

図表Ⅰ-15 総人口に与えてきた自然増減、社会増減の影響 

（資料）浜松市「浜松市統計書」を基に作成。 
※外国人を含む。住民基本台帳及び外国人登録による。転入・転出
には帰化や国籍取得、国籍離脱などによるその他の増減を含む。 

2013 年

2008 年

自然増の影響が大きい範囲

自然減の影響が大きい範囲

2009 年

2017 年

社
会
増
の
影
響
が
大
き
い
範
囲

社
会
減
の
影
響
が
大
き
い
範
囲
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④ 浜松市の結婚・出産の状況 

浜松市の 2015 年の生涯未婚率（おおむね 50 歳頃の未婚率で把握）は男性で

24.0％、女性が 11.9％で、上昇傾向が続いており、平均初婚年齢も男性、女性

ともに上昇傾向にある。また、出生順位別母の平均年齢を見ると、第１子出産

時の平均年齢は 30.5 歳付近を推移しているが、第２子、第３子出産時の平均年

齢は上昇傾向にある。 

合計特殊出生率は、全国や静岡県よりも高い水準でほぼ同様に推移しており、

2015 年の 1.57 をピークに下降傾向にある。 

図表Ⅰ-16 浜松市の年齢階級別未婚率 

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成。 

※「生涯未婚率」は、45-49 歳の未婚率と 50-54 歳未婚率の平均。 

図表Ⅰ-17 平均初婚年齢の推移 

（出典）厚生労働省「人口動態統計」   

未婚率や平均初婚年齢は上昇傾向であり、出生率は 2015 年から下降傾向にあ
る。

男性 女性 

（
歳
）

（％） （％） 
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図表Ⅰ-18 出生順位別母の平均年齢の推移 

（出典）厚生労働省「人口動態統計」    

図表Ⅰ-19 合計特殊出生率の推移 

（出典）浜松市保健総務課「保健衛生年報」    

2015 年から 
出生率が低下。 

（
歳
）
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(2) 人口移動の状況 

① 年齢階層別の人口移動の状況 

時系列での人口移動の推移を見ると、2010 年国勢調査と 2015 年国勢調査と

の間で、10-14 歳から 15-19 歳になる人口の転出超過数がやや減少し、15-19 歳

から 20-24 歳になる人口の転出超過数は大きく減少している。更に、30 歳代か

ら 40 歳代についても転出超過数が減少している。 

また、2015 年国勢調査における若年層の転出入の状況を見ると、18 歳から

22 歳にかけての転出が多く、20 歳代半ばの転入が多くなっている。 

図表Ⅰ-20 時系列での年齢階層別の人口移動の状況 

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成。  

図表Ⅰ-21 若年層の年齢１歳階級別の転出入の状況［男女計］ 

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成。  

10歳代は転出超過傾向が続いており、20歳代の転入超過数は減少傾向にある。

人
数(

人) 

移
動
人
数(

人) 
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② 近年の年齢階層別の人口移動の状況（住民基本台帳人口移動報告） 

2010 年から 2018 年の年齢階層別の人口移動について、住民基本台帳人口移

動報告による傾向を見ると、男女共に 15-19 歳の転出超過が大きくなっている。 

直近の 2017 年と 2018 年を比較すると、20-24 歳は 141 人から 222 人に転出

超過が拡大しており、2017 年は 123 人の転入超過であった 25-29 歳が、2018 年

は 20 人の転出超過となっている。また、35-39 歳では、71 人の転入超過から

100 人の転出超過へ、40-44 歳では、42 人の転入超過から 88 人の転出超過に転

じており、45-49 歳では、19 人から 107 人へと転出超過が拡大するなど、働き

盛り世代の転出が顕著となっている。 

図表Ⅰ-22 ５歳階級別の人口移動の推移（日本人のみ）［男女計］ 

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」  

さらに、男女別に見ると、男性は、15-19 歳の転出超過が顕著であり、20 歳

代と 55 歳以上で転入傾向、30-54 歳で転出傾向がみられる。2017 年と 2018 年

を比較すると、20-24 歳、25-29 歳の転入超過数がそれぞれ 64 人から 20 人、54

人から 50 人へと縮小している一方、15-19 歳の転出超過数が 195 人から 292 人

へと拡大している。また、35-39 歳では、15 人の転入超過から 61 人の転出超過

へ、40-44 歳では、33 人の転入超過から 60 人の転出超過に転じている。 

女性は、2018 年は 0-49 歳で転出超過であり、50 歳以上では転入超過となっ

ている。特に 20 歳代では、男性が転入傾向であるのに対し、女性は転出超過が

目立っている。2017 年と 2018 年を比較すると、35-39 歳、40-44 歳、45-49 歳

において、それぞれ 56 人、9人、22 人の転入超過から 39 人、28 人、63 人の転

2010 年以降、男性は15-19 歳、女性は15-24 歳の転出が多い。

人
数(
人) 
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出超過へと大きく変化している。

図表Ⅰ-23 ５歳階級別の人口移動の推移（日本人のみ）［男性］ 

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」   

図表Ⅰ-24 ５歳階級別の人口移動の推移（日本人のみ）［女性］ 

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」   

人
数(

人) 

人
数(

人) 
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③ 地域別の人口移動の状況 

2010 年から 2018 年の人口移動について、地域別の状況を見ると、総数では

転出超過の傾向であるのに対し、周辺地域である中部圏からは、152 人から 615

人の転入超過が続いている。 

一方、転出超過数は東京圏が 391 人から 1,282 人と最も多く、超過数は拡大

傾向にある。 

図表Ⅰ-25 地域別人口移動の状況（日本人のみ） 

（資料）総務省「住民基本台帳移動報告」を基に作成。 

東京圏への転出超過が拡大傾向にある。県内は転入超過が継続しており、周辺地
域からの人口ダム機能を果たしている。

人
数(

人) 
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中部圏の状況を見ると、静岡県では 305 人から 748 人の転入超過に対し、愛

知県へは 75 人から 433 人の転出超過となっており、岐阜県、三重県を含めて転

入超過の状況が続いている。 

図表Ⅰ-26 中部圏における人口移動の状況（日本人のみ） 

（資料）総務省「住民基本台帳移動報告」を基に作成。 

人
数(

人) 
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東京圏との社会移動は、転出超過の状況が続いており、2015 年以降の転出入

の状況を年齢階層別に見ると、特に 15-29 歳の若年層は男女ともに転出超過が

大きい。 

図表Ⅰ-27 東京圏との社会移動の状況（日本人のみ） 

（資料）総務省「住民基本台帳移動報告」を基に作成。 

図表Ⅰ-28 東京圏との５歳階級別の社会移動の状況（日本人のみ） 

（資料）総務省「住民基本台帳移動報告」を基に作成。 

図表Ⅰ-29 東京圏との若年層（15～29 歳）の社会移動の状況（日本人のみ） 

（資料）総務省「住民基本台帳移動報告」を基に作成。 
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また、転出入者の多い都道府県や市町村は、2014 年（第１期総合戦略策定時）

と 2018 年では大きな違いはないが、転入超過数及び転出超過数については順位

の変動が生じている。 

なお、山口県防府市、埼玉県熊谷市、福岡県遠賀郡芦屋町からの転入超過数、

宮崎県児湯郡新富町、愛知県春日井市への転出超過数が多いのは、航空自衛隊

職員の異動によるものと推察される。 

図表Ⅰ-30 都道府県別の人口移動の状況（日本人のみ） 

〇転入者数・転出者数 

〇転入超過数・転出超過数 

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に作成。 
※網掛けは、2014 年と 2018 年と相違があった県を表す。 
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図表Ⅰ-31 市町村別の人口移動の状況（日本人のみ） 

〇転入者数・転出者数 

〇転入超過数・転出超過数 

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に作成。 
※網掛けは、2014年と2018年と相違があった市町を表す。 



浜松市“やらまいか”人口ビジョン（令和２年改訂版）（案）

19

(3) 雇用や就労に関する分析 

① 産業大分類別の就業・従業状況 

2015 年の浜松市の産業別雇用吸収率（従業者総数に占める各産業の従業者数

の割合）を見ると、製造業が最も多く 23.0％を占めており、次いで卸売業・小

売業、医療・福祉の順となっている。全体的な傾向は、2010 年と変わっていな

いが、教育・学習支援業、医療・福祉の占める割合が増加している。 

製造業の従業者は、全国値を 7.0 ポイント上回っており、浜松市が「ものづ

くりのまち」であることを示している。 

図表Ⅰ-32 浜松市の産業別雇用吸収率（従業者数（勤務地）ベース） 

〇2015 年（Ｈ27年） 

表 I-1 浜松市の特化係数（従業者数（勤務地）ベース） 
（資料）総務省「国勢調査」を基に作成。 

※網掛けは、2010 年に比べて増加している項目を表す。 

〇2010 年（Ｈ22年） 

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成。 

雇用吸収率は、製造業が23.0%と最も多く、「ものづくりのまち」であることを
示している。また、教育・学習支援業、医療・福祉の占める割合が増加している。
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② 年齢階層別の就業状況 

産業別・年齢階層別の就業者数を見ると、特に農業・林業の高齢化が顕著で

あり、平均年齢は 63.3 歳となっている。 

総数を見ると、60 歳以上の就業者数が全体の約 20.0％を占めており、地域産

業の担い手として活躍している。 

産業別平均年齢を見ると、総数では 1.0 歳増加しており、全体的に高齢化し

ている。 

図表Ⅰ-33 産業別・年齢階層別就業者数（2015 年） 

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成。 

図表 Ⅰ-34 産業別平均年齢 

（出典）総務省「国勢調査」      

60歳以上の就業者が全体の約20.0%を占めている。特に、農林業従事者の高齢
化が顕著である。
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(4) 流出・流入（通勤・通学）人口の動向 

① 昼夜間人口比率 

浜松市の昼夜間人口は、夜間人口（常住人口）797,980 人に対し、昼間人口

が 792,324 人で、昼夜間人口比率は 0.993 となり、１を下回ることから流出超

過となっている。 

2000 年以降の推移を見ると、浜松市は昼夜間人口比率が低下しており、2010

年以降は流出超過となっている。一方、磐田市や森町は流入超過が上昇傾向に

あり、湖西市も流入超過の状況にある。 

図表Ⅰ-35 浜松市と周辺市町の昼夜間人口比率 

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成。  

図表Ⅰ-36 浜松市と周辺市町の昼夜間人口比率の推移 

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成。  

浜松市の昼夜間人口比率は１を下回っており、流出超過となっている。
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② 通勤・通学状況 

浜松市在住者の市内通勤・通学率は 88.3％であり、この数値は年々低下して

いる。 

周辺市町からの通勤・通学率を見ると、森町、愛知県東栄町などからの通勤・

通学率の上昇傾向が続いている。 

隣接する磐田市、湖西市からの通勤・通学率は 20.0％弱であり、周辺市町と

比べても高い割合を示している。 

図表Ⅰ-37 周辺市町における浜松市への通勤・通学率 

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成。 
※不詳を含まない。       

浜松市在住者の 88.3%は市内に通勤・通学しているが、割合は年々低下してい
る。
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2 将来人口推計 
(1) 推計方法の概要 

人口ビジョン（人口の将来展望）の検討に当たり、新たに将来人口の推計を

行った。その概要は以下のとおりである。

浜松市独自推計 

推計年 2015-2060 年（５年毎） 

基準人口 2015 年国勢調査 

推計方法 

[コーホート要因法] 

2015 年の男女・５歳階級別人口を基準として、５歳階

級別の世代（コーホート）ごとに、将来の出生・死亡・

移動に関する仮定を立てることによって、将来人口を

計算 

仮
定
値

出生 

2015 年の全国の子ども女性比と浜松市の子ども女性比

との比をとり、その比が将来にかけても一定と仮定。 

※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来

推計人口（平成 30 年推計）」（社人研推計）と同じ

仮定値 

死亡 

64 歳以下では、市区町村間の生残率の差は極めて小さ

いため、全国と静岡県の 2010 年→2015 年の生残率の

比から算出される生残率を浜松市に適用。 

65 歳以上では、上述に加えて、静岡県と浜松市の 2000

年→2010 年の生残率の比から算出される生残率を適

用。 

※社人研推計と同じ仮定値 

移動 

2013 年→2018 年の住民基本台帳に基づき、純移動率 

【（転入数－転出数）÷人口 】により算出。 

外国人を含める。 
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(2) 将来人口推計結果の分析 

① 総人口の推移

将来人口推計の結果を見ると、2040 年（令和 22 年）には 69 万９人、2060

年（令和 42 年）には 58 万人に減少すると推計される。 

現在のままの出生率や移動率が継続すれば、加速度的に人口減少が進み、

本格的な人口減少社会が到来することを示している。 

図表Ⅰ-38 将来推計人口（総人口） 

人口動態の現状と趨勢が将来にわたって継続することを前提とした仮定値に基づ
くと、2060年の浜松市人口は、2015年よりも 20万人以上減少し、60万人を
下回ると推計される。
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② 人口減少段階の分析

推計結果を基に 2060 年までを見通した場合、総人口、年少人口、生産年齢人

口の減少、老年人口の増減によって３つの段階に区分することができる。 

2040 年までは、総人口が減少する中で、老年人口は 25 万人まで増加し、高

齢化率が急速に上昇する。その後 2050 年までは老年人口はほぼ横ばいとなり、

その後 2060 年に掛けて老年人口も減少に転じると推計される。 

図表Ⅰ-39 将来推計人口の人口構造 

人口減少は、2040年まで第１段階（老年人口の増加）、2040～2050年に第２
段階（老年人口の維持・微減）、2050年以降に第３段階（老年人口の減少）を迎
える。
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③ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析

推計結果を基に、出生率の上昇（自然増減の影響度の分析）及び移動均衡（社

会増減の影響度の分析）を仮定した２つのケースにより、将来推計人口シミュ

レーションを行った。 

これによると、合計特殊出生率の上昇を仮定したケース（シミュレーション

１）では、推計結果と比較して 2040 年推計で２％、2060 年推計で８％人口減

少が抑制されている。一方、合計特殊出生率の上昇に加えて、社会移動を移動

均衡としたケース（シミュレーション２）では、シミュレーション１と比較し

て、2040 年推計で１％、2060 年推計でも３％の人口減少の抑制にとどまる。 

これらシミュレーション結果からは、浜松市の将来人口への影響は、自然増

減の方が大きいと確認できる。ただし、P.７（外国人の人口動態）にあるよう

に、本市は社会経済状況の変化に伴う外国人の社会動態の変動の幅が大きいた

め、その点に留意をする必要がある。 

 区分 出生率 移動率 

シミュレー

ション１ 

合計特殊出生率が 2035 年までに人口置

換水準（2.07）まで上昇すると仮定 

（2030 年 1.8、2035 年以降 2.07） 

将来推計人口から 

変更なし 

シミュレー

ション２ 
シミュレーション１と同様 

移動均衡（純移動率ゼロ）

で推移 

図表Ⅰ-40 将来人口に及ぼす自然動態、社会動態の影響 

シミュレーション結果によると、浜松市の将来人口への影響は、社会増減よりも
自然増減の方が大きい。
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④ 人口構成の分析

「③ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析」のシミュレーシ

ョン結果を基に、年齢３区分別の人口の推移を見ると、年少人口比率は、シミ

ュレーション１、２とも合計特殊出生率の上昇（2.07 まで）を仮定しているこ

とから、2045 年に掛けて 14％程度に上昇し、その後横ばいとなる。 

生産年齢人口は、推計人口及びシミュレーション１,２とも、年少人口の増加

を受け、2045 年以降、減少から 50％程度で横ばいとなる。 

老年人口は、シミュレーション１,２とも、現在の団塊ジュニア世代が老年人

口を迎える 2050 年の 36％程度をピークとして、それ以降減少傾向となる。 

表Ⅰ-41 推計人口及び各シミュレーション結果における年齢３区分別人口比率 

〇年少人口 

〇生産年齢人口

〇老年人口 
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3 人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察 
(1) 産業への影響 

今後、人口の減少が見込まれる中で、地域の将来に与える影響として危惧さ

れることの一つは、産業の担い手の減少である。 

ここで、前述の将来推計人口を用いて産業別の就業者数の簡易的な推計※を

行ったところ、2040 年には、農業は 2015 年の約 40％、製造業も約 82％の水準

まで就業者数が減少する。 

一方、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業の就業者数の

減少幅は小さい。 

表Ⅰ-42 産業別の 2040 年就業者数推計（簡易推計）と変化率 

（2015 年＝100.0％とした場合） 

【産業別将来就業者数の簡易推計方法】 
※将来推計人口結果における年齢 5歳階級別の推計人口と、平成 27 年国勢調査における
産業別・年齢５歳階級別就業者数のデータを用いて、以下の方法により推計 

１ 産業別・年齢階層別就業者数について、30-34 歳から 60-64 歳までは、前期の前階
級の就業者数がそのままスライドすると仮定（例：2015 年の 25-29 歳就業者数が、そ
のまま 2020 年の 30-34 歳就業者数となる。） 

２ 15-29 歳までの就業者数は、以下の算定式により、就業者数を設定する。 
各年齢階層の産業別就業者数＝年齢階層推計人口×就業者率×産業別就業者数割合 
ただし、就業者率＝当該年齢階層の就業者数／当該年齢階層の総人口 
産業別就業者数割合＝当該年齢階層の産業別就業者数／当該年齢階層の全産業就
業者数 

このまま人口減少が進むと、就業者の平均年齢が高い農業の就業者数が大きく減
少するほか、本市の基幹的産業である製造業の就業者も 18%程度減少し、地域
経済の縮小が懸念される。
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(2) 社会保障などへの影響（現役世代の負担） 

将来推計人口によると、本市の老年人口（65 歳以上人口）は、2015 年の 21

万１千人から、2045 年には 25 万１千人まで増加し、その後 2060 年にはやや減

少するものの 21 万８千人になると推計される。一方、いわゆる現役世代である

生産年齢人口（15-64 歳人口）は、2015 年の 47 万９千人から、2045 年には 34

万５千人、2060 年には 29 万９千人と、2015 年からそれぞれ 13 万４千人、18

万人の減少となる。 

このように、高齢者が増加する一方で、現役世代の人口が減少することによ

り、2015年には高齢者１人を現役世代2.3人で支えていた構造であったものが、

2045 年には同 1.4 人となる。 

図表Ⅰ-43 将来の年齢３区分別人口と現役世代の負担

また、本市の将来世帯推計によると、本市の世帯数は、2015 年の 30 万９千

世帯から 2045 年には 33 万６千世帯に増加する。世帯主年齢階層別に見ると、

64 歳以下の世帯は減少し、65 歳以上の世帯が大きく増加する。さらにその内訳

を見ると、65 歳以上の単独世帯は 2045 年には 2015 年の 2.2 倍に増加し、2015

年には総世帯数に占める高齢者単独世帯数は９％程度であったものが、2045 年

には 19％程度に上昇する。 

図表Ⅰ-44 本市の世帯主年齢階層別将来世帯数（左） 

と 65 歳以上世帯の世帯類型別将来世帯数（右）

このまま人口減少が進むと、現役世代の減少と高齢者の増加により、現役世代の
負担増大が懸念される。
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(3) 保有資産の改修・更新経費 

本市が所有する学校、住宅施設などの公共建築物のすべてを維持し続け、建

築後 80 年目に建て替えるとして試算した結果、今後 50 年間の建て替え・改修

経費は 9,092 億円、１年平均では 182 億円となる。 

また、道路、橋りょう、上下水道施設などのインフラ施設の今後 50 年間の建

て替え・改修経費は 1兆 3,355 億円、１年平均では 267 億円となる。 

① ハコモノ資産に係る試算値

図表Ⅰ-45 用途別年度別試算値 

（出典）浜松市「令和元年度浜松市の資産のすがた」 

図表Ⅰ-46 用途別試算値と構成比 

（資料）浜松市「令和元年度浜松市の資産のすがた」を基に作成。 

本市が所有するハコモノ資産は今後50年間で約9千億円、インフラ施設は 今
後 50年間で約１兆３千億円の建て替え・改修経費がかかると試算され、  人
口減少に伴う地方財政の縮小から、生活利便性への影響が懸念される。
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② インフラ資産に係る試算値

図表Ⅰ-47 用途別年度別試算値 

（出典）浜松市「令和元年度浜松市の資産のすがた」 

図表Ⅰ-48 用途別試算値と構成比

（出典）浜松市「令和元年度浜松市の資産のすがた」 



浜松市“やらまいか”人口ビジョン（令和２年改訂版）（案）

32

4 人口の現状分析の総括 
○時系列による人口動向 

浜松市の人口は、国勢調査ベース、浜松市推計人口表ベースの双方において、

減少が続いている。 

1985 年と 2015 年を比較すると、総人口に占める割合は年少人口で 8.6 ポイ

ント、生産年齢人口で 7.4 ポイント低下している。一方で老年人口は 16.0 ポイ

ント上昇しており、少子化、高齢化が進行している。 

これらの人口動態について、自然動態、社会動態それぞれを見ると、自然動

態は 2011 年から減少に転じ、減少数は拡大傾向にある。社会動態は 2009 年か

ら 2016 年までは転出超過であったが、2017 年から転入超過に転じている。 

○人口移動 

人口移動の状況を年齢階層別に見ると、男女共に 15-19 歳の転出超過数が増

加している。特に男性は 15-19 歳、女性は 15-24 歳の転出が多い。 

東京圏への転出超過は拡大傾向にあり、特に、15-29 歳の若年層については、

男女共に転出超過の状況であり、その数は全体の転出超過数の 80％超を占めて

いる。 

○将来推計人口 

将来人口推計の結果を見ると、今後、年少人口、生産年齢人口が減少する

一方、老年人口は 2045 年まで増加し、人口減少と高齢化が同時に進行してい

く。その後は老年人口も減少し、2060 年の浜松市人口は 60 万人台を下回る。 

このまま人口減少が進行した場合、2045 年には農業は 2015 年の約 35％、

製造業も約 75％の水準まで就業者が減少する。また、2045 年には、高齢者 

１人を現役世代 1.4 人で支える構造となる。 

浜松市の人口は減少が続いており、人口減少及び高齢化が進行している。

10歳代は転出超過傾向が続いており、20歳代の転入超過数は減少傾向にある。 
特に、15-29歳の若年層の東京圏への転出超過が顕著である。

現在の出生率や移動率が続くと仮定すると、2060年の浜松市人口は 60万人を
下回る。このまま人口減少が進むと、就業者の減少・地域経済の縮小や現役世代
の負担増大などが懸念される。
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II 人口の将来展望 
1 人口減少問題に取り組む意義 

浜松市の人口は、減少を続けており、現在の出生率や移動率などがこのまま続け

ば、超高齢社会が進行するとともに、人口が引き続き加速度的に減少していくこと

が予想される。 

また、人口減少や超高齢社会の到来は、産業の担い手不足による経済面への影響

のほか、社会保障費など現役世代の負担増など様々な影響をもたらす可能性がある。 

既に浜松市においては、農林業の担い手不足や地域の文化を支える担い手不足な

ど、人口減少・高齢化を実感する場面が増えている。 

2 人口減少克服に向けた基本的考え方 
浜松市の人口減少は、出生率の低下や、若者層を中心とした人口の市外への流出、

とりわけ東京圏への流出に起因する部分が大きく、出生率の上昇や転出抑制を図る

ことによって、人口の減少スピードを抑制するとともに、長期的には人口構成を最

適化することが可能である。 

こうしたことから、浜松市では、次の２点を人口減少克服に向けた基本的考え方

とし、必要な施策を戦略的に取り組む。 

・合計特殊出生率の上昇 

・東京圏との社会移動の均衡 
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3 目指すべき方向 
浜松市では、以下の方針に基づき、人口減少克服に向けた必要な施策を戦略的に

講じることによって、人口減少を抑え、長期的に人口構成を最適化することを展望

する。

○若者、子育て世代の生活基盤の安定 

「仕事のない場所に人は集まらない!!」 

2018年の住民基本台帳移動報告では、15-39歳の若年層の転出超過に加え、

40 歳代も転出超過となっている。 

“ものづくりのまち”として発展を遂げた本市の強みを活かし、既存の産

業力の強化や情報通信技術などのSociety5.0の実現に向けた新たな技術を活

用し、魅力的な雇用の創出や働きやすい環境づくりに努めていく。また、様々

なジャンルの創業を支援するとともに、女性、高齢者、障害者、外国人など、

誰もが活躍できる環境を整備することで、若者、子育て世代などの生活基盤

の安定を図り、転入促進・転出抑制を図っていく。 

○希望出生数をかなえる環境整備 

「理想とする家族像が実現できないなんて夢がない!!」 

浜松市の合計特殊出生率は、全国や静岡県とほぼ同様に推移しており、2015

年の 1.57 以降は下降傾向にある。 

総合計画では、2024 年の合計特殊出生率を希望出生率*である 1.84 とする

目標を定め、希望出生数をかなえる環境整備を進めている。 

結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援を提供し、子育て世代を全

力で応援することで、人口減少に歯止めを掛ける人口置換水準 2.07 を目指し

ていく。 

*希望出生率（日本創成会議の提唱する算出方法による）

＝［（既婚者割合×夫婦の予定こども数）＋ （未婚者割合×未婚者結婚希望割合×理想子ども数）］×離別等効果

浜松市の希望出生率

＝［（38.0%×2.07 人）＋（62.0%×89.0%×2.12 人）］×0.938 ≒1.84  （全国の希望出生率は 1.79）

○だれもが引き寄せられる都市の魅力を創出 

「浜松に住み続けたい!!」「浜松で暮らしたい!!」 

【若者がチャレンジできるまち】を創り、【子育て世代を全力で応援するま

ち】を推進しても、浜松に魅力を感じ、浜松を愛し、浜松に暮らし続けてく

若者がチャレンジできるまち

子育て世代を全力で応援するまち

持続可能で創造性あふれるまち
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れなければ、すべての取り組みが一過性のものとなる。 

利便性が高く、コンパクトでメリハリの効いた、次世代にツケを残さない、

人口減少時代に合ったまちづくりを進めるとともに、いつまでも、安全・安

心な暮らし、にぎわいのある生活環境、誰もが居場所と役割を持ち活躍でき

る地域社会など、自然や日常の豊かさを実感できるまちづくりを進めること

で、市内外の人を引き寄せる都市の魅力を生み出し、高めていく。 

また、SDGs の理念である持続可能で多様性のある社会の実現のため、SDGs

の浸透を図り、経済・社会・環境が調和したまちの実現を目指す。 
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4 浜松市における将来人口の展望 
浜松市では、国の長期ビジョン及び静岡県の長期人口ビジョンを勘案した上、前

述の方向性に基づく戦略的な対策を講じ、以下の将来人口を展望する。

図表Ⅱ-１ 浜松市の将来人口展望

○浜松市の将来推計人口（現在の出生率、移動率などがこのまま続いた場合） 

2040 年 699,000人 2060年 580,000 人 

（⇒さらに減少加速⇒）2100 年 371,000 人

○浜松市が目指す将来の人口（将来人口展望） 

2040 年 738,000人 2060 年 681,000 人 

 （⇒人口が安定⇒） 2100 年 628,000 人 

戦
略
的
な
対
策
の
実
施

社会移動 

合計特殊出生率 
2024 年に 1.84、2040年に 2.07 とする。

2024年度に東京圏との社会移動を均衡させる。

・国 の 長 期
ビジョン 

・ 静 岡 県 の
長 期 人 口
ビジョン 

・
国
の
長
期
ビ
ジ
ョ
ン

・
静
岡
県
の

長
期
人
口
ビ
ジ
ョ
ン

（万人） 
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(1) 浜松市の将来人口展望における仮定 

① 出生率 

将来的な人口構成の最適化に向けては、出生率を上昇させ、出生数を安定的

に維持することが必要である。 

国の長期ビジョン（令和元年改訂版）では、将来の合計特殊出生率を、2030

年に 1.8 程度（国民の希望出生率に基づく値）、2040 年に 2.07 程度（人口置換

水準）と仮定して将来人口を推測している。 

また、静岡県長期人口ビジョンでは、合計特殊出生率が国よりも前倒しで2035

年に 2.07 に上昇した場合と 2040 年に 2.07 に上昇した場合を仮定している。 

浜松市では、これら国・県の仮定条件を踏まえながらも、浜松市総合計画に

基づき人口減少対策の施策に取り組んでいくとの観点から、合計特殊出生率の

目標値を、総合計画基本計画の計画期間を踏まえ、2024 年（令和６年）に 1.84

（浜松市の希望出生率）とし、国の政策との観点から、2040 年（令和 22 年）

に 2.07（人口置換水準）として将来人口を展望する。 

○浜松市の希望出生率（日本創成会議の提唱する算出方法による）

希望出生率 

＝［（既婚者割合×夫婦の予定こども数）＋  

（未婚者割合×未婚者結婚希望割合×理想子ども数）］×離別等効果 

浜松市の希望出生率 

＝［（38.0％×2.07 人）＋（62.0％×89.0％×2.12 人）］×0.938 ≒1.84

（全国の希望出生率は 1.79）

○出生率の仮定条件 

合計特殊出生率を、2024年に 1.84、2040年に 2.07 とする。
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② 社会移動 

国の「長期ビジョン」「総合戦略」では、基本目標において「東京圏と地方の

人口の転出入を均衡させる」とし、その目標年を 2024 年度としている。静岡県

長期人口ビジョンにおいても、社会移動を均衡させる目標年を 2025 年または

2030 年と仮定している。 

浜松市においても、転出超過を縮小し、社会移動を均衡させることが必要で

あり、社会移動の均衡をより戦略的に図っていくためには、年齢階層や転出入

先のターゲットをある程度絞って対策を講じることが効果的である。 

そのため、本市では、転出者の割合が高い、20 歳代から 40 歳代の東京圏と

の転出入をターゲットとし、国や静岡県の転出入の均衡目標年を勘案し、2024

年度に社会移動の均衡を図ることとする。 

なお、転出超過が最も大きいのは大学進学などに伴う転出が多い 15-19 歳で

あるが、市施策として市内大学の定員数を増加することが現実的に難しいこと

や、浜松の若者が多様な進学機会を得て転出することを制限することは長期的

な視点で若者のチャレンジ精神や創造性にプラスに寄与しないと考えるため、

引き続きこの年齢階層を転出抑制のターゲットとしない。 

また、外国人については、2017 年以降、転入超過の状況であることを踏まえ、

転入出数を考慮する。 

20-40歳代の東京圏との転出入に的を絞り、社会移動の均衡を図る。
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(2) 浜松市の将来人口展望 

希望出生率、20-40 歳代の東京圏との社会移動の均衡を考慮した移動率など

を仮定することで、2040 年に 73 万８千人、2060 年に 68 万１千人程度の人口を

維持し、2080 年頃から人口の安定化を実現する。 

図表Ⅱ-２ 浜松市の将来展望人口 

① 総人口 
2040 年に 73 万８千人、2060 年に 68 万１千人程度の人口を維持し、2080 年

頃から人口の安定化（63 万人程度）を実現する。 

図表Ⅱ-３ 浜松市の将来展望人口（総人口） 

2060年に 68万１千人の人口を維持し、将来的に63万人程度で安定させる。

（万人） 
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② 年少（0-14 歳）人口 
出生率の上昇により、2025 年頃から年少人口は増加し、その後、人口置換水

準を達成することで、年少人口は 10 万人程度で安定する。 

図表Ⅱ-４ 浜松市の将来展望人口（年少人口） 

③ 生産年齢（15-64 歳）人口 
当面は、社会移動の均衡により人口減少を抑えつつ、出生率の上昇による効

果が生産年齢人口に及ぶ 2050 年頃から、生産年齢人口は 36 万人程度で安定す

る。 

図表Ⅱ-５ 浜松市の将来展望人口（生産年齢人口） 

（万人） 

（万人） 
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④ 老年（65歳以上）人口 
当面は、現人口の高齢化が進み、2045 年頃まで老年人口が増加するが、その

後減少する。出生率の上昇による効果が老年人口に及ぶ 2090 年頃から、老年人

口は 17 万人程度で安定する。 

図表Ⅱ-６ 浜松市の将来展望人口（老年人口） 

図表Ⅱ-７ 浜松市の将来展望人口（老年人口・５歳階級別） 

（万人） 
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⑤ 年齢３区分別人口割合 
現在のまま推移した場合（浜松市人口推計）、0-14 歳及び 15-64 歳人口の割

合は低下、65 歳以上人口割合は上昇した後、2050 年頃から各年齢区分の人口割

合がほぼ一定となり、0-14 歳人口は 11.0％、15-64 歳人口は 51.0％、65 歳以

上人口は 37.0％程度で推移する。これらは、加速度的な人口減少を伴いながら

推移し、現役世代 1.4 人程度で高齢者１人を支える社会構造となる。 

一方、将来展望人口は、0-14 歳人口割合は、2025 年頃まで低下した後に少し

ずつ上昇、15-64 歳人口割合は 2050 年頃まで低下した後に上昇、65 歳以上人口

は 2050 年頃まで上昇した後に低下にそれぞれ転じ、長期的には 0-14 歳人口割

合は 16.0％、15-64 歳人口割合は 56.0％、65 歳以上人口割合は 27.0％程度の

水準となる。長期的には、現役世代２人程度で高齢者１人を支える社会構造と

なる。 

図表Ⅱ-８ 浜松市の将来展望人口（年齢３区分別人口割合） 


